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Abstract: The previous report outlined the trend of Industrie 4.0 in Germany, Industrial Internet 

Consortium in the US and the fourth industrial revolution in our country. This report is to follow 

the origins of these new industrial revolution in Germany and the United States, and to track and 

examine activities of the revolution in our country, such as Robot Revolution Initiative, Industrial 

Value-chain Initiative and development of new activities beginning with the 5th Science and 

Technology Basic Plan. 

 

要旨 前報では、ドイツの Industrie4.0、米国の Industrial Internet Consortiumと我が国の第 4次産

業革命の動向についてその概要を述べた。本報では、ドイツと米国におけるこれらの新産業革命

の源流をたどるとともに、我が国におけるロボット革命イニシャティブ、インダストリアル、バリューチ

ェーン・イニシャティブなどの活動や第5期科学技術基本計画に始まる新たな活動の展開を追跡し

考察する。 
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1. はじめに 

我が国の第 4 次産業革命は、諸外国と同様に、産業革命に留まらず、消費革命へ、そしてさら

には社会革命に移行しつつあるように思われる。 

例えば、この４月に、「平成 28 年度わが国におけるデータ駆動型社会に係る基盤整備（電子商

取引に関する市場調査）」報告書（経済産業省(2017)1）が発表された。一年前の同報告書のタイト

ルは、「平成 27年度我が国経済社会の情報化・サービス化に係る基盤整備（電子商取引に関する

市場調査）」であった。すなわち、「情報化・サービス化に係る基盤整備」から「データ駆動型社会に

係る基盤整備」へとタイトルが変わったのである。 

そして、今年の報告書には、B2C-EC 市場規模が一年前に比べて、物販系 10.6%、サービス系

9.2%、デジタル系 8.9%、総計 9.9%の伸び率であり、さらに、物販系市場規模の 31.9%がスマートフォ

ン経由であったと述べられている。また、我が国の小売市場が縮小するなか、ネット通販の存在感

が高まり、店舗型小売業のシェアを奪う構図が鮮明になってきたとも報じられている（日本経済新聞

(2017)2）。今や、産業社会のみならず消費社会でもサイバースペース革命時代を迎えていると言え

よう。すなわち、パーソナルコンピューティングの世界では、パーソナルコンピュータの座をスマート

フォンが奪いつつあるとも言えよう。 

 

2. 新産業革命の源流 

2.1.  米国 

そもそも、大方の意に反して、この革命は米国が口火を切ったようである。何故なら、学術的には、

すでに、インターネットが登場する 5年前の 1991年に、Benediktが「サイバースペース」3を、その 5

年後の 1996年に Tapscottが「デジタルエコノミー」4を発表している。そして、1997年にクリントン大

統領、ゴア副大統領から、電子商取引の将来ビジョンを描いた「電子商取引の世界化構想」が発

表され、その「構想」の一環として、商務省が「新興デジタルエコノミー」(The Emerging Digital 

Economy)(1998)5 を翌年発刊しており、その冒頭に「デジタル革命の幕開け」という第一章を設け

ているからである。 

そして、ITや電子商取引は今後長きにわたって、経済の牽引力になっていくだろう。しかし、この

可能性を実現するためには、民間と政府は共同で、①電子商取引を促進するための予測可能な

市場指向の法的枠組みの作成、②インターネットの安全な環境を官に頼らずに作り出すこと、③来

るべき新デジタルエコノミーの仕事に必要な技能を学生や労働者に教えられる人材の育成、など

を進めていかなければならないと述べている。 

また、第 2回レポート（1999)6に、IT関連企業のビジネスモデルを、①業界標準、②コア技術、③

新市場制覇、④市場創造の 4つに分類している。また、2000年版からは、タイトルを The Emerging 

Digital Economyから Digital Economyに変えた。それは、デジタルエコノミーとデジタル社会が「勃

興」しているのではなく、「存在」するからであると述べている。言い換えれば、米国は、1998-2000

の 3年間に、新産業革命どころか新社会革命を先導する基礎を築いたのである。 

さらに、2011 年に、オバマ大統領に先進製造(Advanced Manufacturing)に関する報告書(2011)7 

が提出され、翌 2012 年に国家先進製造戦略計画(2012)8 が発表された。すなわち、「先端製造パ
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ートナーシップ（Advanced Manufacturing Partnership =AMP）」 を立ち上げ下記の 5つの重要分野

に 5億ドル以上を投資することになるというのである。 

1. 重要な国家安全保障産業の国内製造能力を構築 

2. 工業製品に使用される先端材料の生産所要時間を短縮 

3. 次世代ロボティクスにおける米国リーダーシップの確立 

4. 製造工程のエネルギー効率を改善 

5. 製品の設計・作成・実験に要する時間を大幅に短縮する新技術を開発。 

そして、同パートナーシップを率いる、ダウ・ケミカル社の Andrew Liveris 会長兼 CEO とマサチ

ューセッツ工科大学の Susan Hockfield学長は、ホワイトハウス国家経済会議 

（NEC）、科学技術政策局（OSTP）、及び大統領科学技術顧問会議（PCAST）との緊密な協力で、

幅広い分野を代表する米国の大手メーカー12社や一流の工科大学 6大学を結集している。 

因みに、その翌月にはビッグ・データ・イニシャティブが発表されている。また、2014 年に

Industrial Internet Consortium (IIC)などが設立され、デジタル革命をリードしている。 

2.2.  ドイツ 

一方、ドイツでは、Rifkin(2015)9によると、メルケルが首相に就任した 2005 年に、「IoT はピアツゥ

ピアという特性を持っているので、ドイツの中小的企業や社会的企業、それに個人が集まって財や

サービスを生み出し、直接交換することになり、第二次産業革命を通してドイツで限界費用を高く

持ち続けてきた中間業者の生き残りを一掃できるだろう。経済活動の仕組みと拡がり方にかかわる

このテクノロジー上の根本的な転換は、少数の人から多数の人へと経済力が移り、経済生活が大

衆化する大規模な変化の前兆なのだ。ただし、第二次産業革命から第三次産業革命への移行は

一夜にして起こるわけではなく、三〇～四〇年をかけて実現することを忘れないように」と警告した

と言う。 

そして、カガーマン（SAP 社会長）ドイツ工学アカデミー会長の提唱がその始まりで、2011 年に

Industrie4.0 が国家プロジェクトとして採択され（岩本晃一(2016)10）、その最終報告書(2013)11 に引

き続き、その実現戦略(2015)12（前報（筆者(2017)13）参照） が発表されている。 

 

3. 我が国の第 4次産業革命 

3.1. ロボット革命イニシャティブ協議会（RRI） 

ロボット革命イニシャティブ協議会(2017)14によると、米国は「国家ロボットイニシアティブ」を発表

し、研究開発の強化を図ってきている。また、米国の IIC ( Industrial Internet Consortium ) やドイ

ツにおける Industry 4.0の動きにみられるように I o T ( Internet of Things ) 時代に対応した新た

な生産プロセスの開発やサプライチェーン全体の最適化を目指す官民挙げての取組みが本格化

してきている。 

こうした動きを踏まえ、ロボット革命実現会議（座長 野間口三菱電機㈱相談役）は、1 月、我が

国の戦略として「ロボット新戦略（Japan’s Robot Strategy―ビジョン・戦略・アクションプラン）」を提

案し、政府は 1015年 2月 10日、日本経済再生本部において、これを政府の方針として決定した。 

この「ロボット新戦略」においては、デジタル化及びネットワーク化を活かしつつ高度のセンサー
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や人工知能を駆使して作業を行うシステム全般を、新たな「ロボット」の概念として広く位置づけ、そ

の上で、①世界のロボットイノベーション拠点としての日本―ロボット創出力の抜本的強化―、②世

界一のロボット利活用社会、③I o T 時代の到来を見据えたロボット新時代への世界の中でのイニ

シャティブの発揮、を目指すこととしており、そのための組織的プラットフォームとして「ロボット革命

イニシャティブ協議会」の設立が提案された。そして、1015年 5月に設立された。 

そして、平成 28年度事業計画書(2016)15によると、①IoTによる製造ビジネス変革WG、②ロボッ

ト利活用推進WG、③ロボットイノベーションWG という、3つのWGを立ち上げている。このうち、①

IoTによる製造ビジネス変革グループから、「スマートマニュファクチャリングの実践－現場力を活用

するサイバーフィジカル生産システム」に関する成果が発表されている。 

すなわち、「情報モデリング」と題して、生産システム上の構成要素（例：工作機械、作業員など）

と他の要素の間の action（行為、例：加工）、direction（指示、例：加工指示）、judgement（判断、例：

品質評価）、information flow（構成要素間の情報の流れ）を表現する。サイバー空間上の構成要素

はその機能（「工作機械の機能は何か」）ではなく、その属性（「工作機械とは何か」）で表現してい

る。 

さらに、各ユースケース（稼働状態の把握と管理、品質管理、機能劣化や故障への対処）に関し

て構築された情報モデルを重ね合わせることで、工作機械のインターフェースを明らかにできると

して、物理的な状態・挙動（例：送り速度）、稼働状態（例：動作中、停止中）、加工情報（例：NC プ

ログラム名）、実際の稼働状態の計画時の稼働状態との差分、異常時の判断、アラームとワーニン

グをあげている。 

 

3.2.  インダストリアル・バリューチェーン・イニシャティブ（IVI） 

インダストリアル・バリューチェーン・イニシャティブ（2017）16によると、2015 年 6 月 任意団体とし

てインダストリアル・バリューチェーン・イニシアチブ設立し、2016年 6月 一般社団法人インダストリ

アル・バリューチェーン・イニシアティブとなっている。 

そして、共通領域を議論しリファレンスモデルとしてまとめる「ワーキンググループ」と各社固有の

技術を付加してビジネス展開を図る「プロジェクト」を設け、表 1 に示すことを目指すという。また、

「ゆるやかな標準」というコンセプトのもとで、競争領域と協調領域の境界を、企業の垣根を越えて

再定義する。協調領域においては大胆にオープン化し、相互に連携するためのリファレンス（参照）

モデルを構築する。 

表 1 目標 

1. ものづくり競争力強化のための各種教育・研修 

2. ものづくり業務改革のための基盤技術の研究と支援 

3. ものづくりと ITが融合したビジネスシナリオの研究 

4. ゆるやかな標準化のためのリファレンスモデルの開発 

5. IoTを活用したプラットフォームのための標準化の提案 

6. 会員相互の支援、交流、連絡その他共有する利益をはかる活動 

7. 前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 
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すなわち、トヨタ自動車、日産自動車、三菱重工業、川崎重工業、ＩＨＩ、パナソニック、日立製作

所、三菱電機、富士通、ＮＥＣなどが、日本発のつながる工場の仕組みをつくり、広く海外にも参加

を呼び掛けていく。日本的なものづくりの文化では、モノをつくるという「コト」を、単なる役務としてで

はなく、創意工夫の場として、あるいは自己研さんの場として、位置付けている部分がある。個人の

能力を引き出し、成長の場を提供するという意味でのものづくりは、おそらく欧米にはない発想であ

る。こうした人中心のものづくりが、IoT時代にも受け継がれ、グローバルに展開していくことを期待

したい。 

さらに、公開シンポジュウム(2016)17では、次のように述べている。すなわち、「IoT 推進ラボ」や

「RRI」と連携して、新たに“ゆるやかな標準”による製造業の次世代ネットワークづくりを目指す「IVI」

が、先行する欧米に対抗できる体制を構築し始めている。ビジネス連携委員会、標準モデル委員

会、インフラ支援委員会、パブリシティイ委員会の四つの委員会を擁し、この委員会の下に 20 の

WG（延 200社参加）が編成されている。 

 そして、表 2に示すホワイトペーパーが発行済み、あるいは準備中である。 

 

表 2 ホワイトペーパー一覧 

IVI-WP01: IoT メガトレンド 204518 

IVI-WP02: 現場学のためのシステム理論19 

IVI-WP03: ゆるやかな標準による新たな連携20 

IVI-WP04: つながる工場の業務シナリオ21 

IVI-WP05: シナリオ記述のためのメタモデル（準備中） 

IVI-WP06: ものづくりのプラットフォーム（準備中） 

 

このうち、「IoT メガトレンド 2045」で、次のように述べている。 

「まず、話を整理するために、デジタルでつながる世界を 3 つに分類したい。一つは、B2C、つ

まり消費者にサービスを提供するためのプラットフォームである。また、 提供されたサービスの質や

価値を高めるためのプラットフォームとして C2C、つまり消費者同士をつなげるプラットフォームも

必要だろう。そして３つ目が、ビジネスの主体同志をつなぐ B2B のプラットフォーム、あるいは 企

業体内部のプラットフォームとなる。ここでは、3つ目の B2B プラットフォームに限定する。たとえば、

サプライチェーン、エンジニアリングチェーンといった企業間の水平連携において、モノ、ひと、お

金、情報、エネルギーなどが、どのようにつながり、どのように流れるかである。 究極の IoT によっ

てすべてのモノがつながり、すべてのコトが関係づけられると、モノの移動、ひとの移動をともなわな

い限り、場所や規模の制約が限りなくゼロに近づく。価値ある情報を生み出す能力、価値ある情報

をつなげる能力など、知的生産性が重視され、そうして蓄積された知的財産の量が企業の競争力

の源泉となるだろう。」 

まさに、明快かつ的確な陳述と言えよう。 
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3.3.  日本電機工業会 (JEMA) 

JEMAは、「製造業 2030」の 2015年度版(2016)22と 2016年度版(2017)23を発行している。前者は

市場環境に合わせて製造プロセスを組み替えるなどフレキシブルにビジネス環境を構築する

「FBM（フレキシブル・ビジネス・アンド・マニュファクチャリング）」を図 1（原著、図 31）に示すように

提示し、後者は FRMを用いた製造業の変革やサービス化に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 バリューチェーンにおける各機能とそれらをつなぐ FRMプラットフォーム 

 

ついて具体例を検討しまとめ、当該年度には 3つのWG、すなわち「FBMアーキテクチャ」(WG1)、

「制御盤 2030」(WG2)「製造業のサービス化」(WG3)を作り活動したと報じている(JEMA(2017)24)。 

そして、WG3 は、そのまとめで、モータを使った製品(ポンプ，工作機械，ロボット)の製造業で，どん

なサービスが生まれるか，また，その時どんな要件が必要になるか議論し、図 2（原著、図 49）は，EC 運

用，SC 運用，生産運用の観点でそのサービスを分類したもので、製造業の全体プロセスでサービス化

が重要になってくるのが解るとしている。 

 

3.4. 考察 

まず、RRIは「製造ビジネス」を自社内のビジネスと捉えているように思われる。もし 
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図 2 B2Bにおける FBM 

 

そうなら、生産要素と捉えている作業員についても、後述するドイツのように、「職場での 

新たな社会インフラストラクチャー」についても検討すべきではなかろうか。また、ロボットメーカーと

してのビジネスについての「バリューチェーンを端々まで横断するエンジニアリング、さらにはサー

ビス、マーケティング・販売までも検討すべきではなかろうか。 

一方、IVI は「日本初発のつながる工場の仕組みをつくり、ひろく海外にも参加を呼び掛けていく、

そしてモノをつくるという「コト」を単なる役務としてではなく、個人の能力を引き出し、成長の場を提

供するという意味でのものづくりをグローバルに展開していくとしている。また、その白書「IoT メガト

レンド 2045」では、B2C,C2C,さらに B2Bの 3つのプラットフォームを想定し、究極の IoTによってす

べてのモノがつながり場所や規模の制約が限りなくゼロに近づくとしている。まさに明快かつ的確

な陳述といえよう。 

また、JEMAは「製造業 2030」で、2015版で FBMプラットフォームを提示し、2016版では製造業

の変革やサービス化について検討し、EC,SC,さらに生産運用の観点でサービスを分類・検討して

いる。さらに、その検討がマーケティングあるいは B2Cにも及ぶことを期待したい。 

 

4. 第 5期科学技術基本計画に始まる新たな活動 

4.1. 第 5期科学技術基本計画 

内閣府(2017)25によると、科学技術基本計画について次のように述べられている。 

「平成 7年に制定された「科学技術基本法」により、政府は「科学技術基本計画」（以下基本計画

という。）を策定し、長期的視野に立って体系的かつ一貫した科学技術政策を実行することとなっ

た。これまで、第1期（平成8～12年度）、第2期（平成13～17年度）、第3期（平成18～22年度）、

第4期（平成23～27年度）の基本計画を策定し、これらに沿って科学技術政策を推進してきている。
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そして、平成 28 年 1 月 22 日、平成 28～32 年度の第 5 期基本計画(2016)26が閣議決定された。

総合科学技術・イノベーション会議は、この基本計画の策定と実行に責任を有している。」 

そして、第 5期科学技術基本計画の概要（内閣府(2017)27）（原山優子(2017)28）に、図 3を示して

いる。 

繰り返しになるが、このプラットフォーム要素、すなわちシステム化項目を表 3に示す。これは、一

見して明らかなように、システム、プラットフォーム、サービス、インフラあるいは社会というように、範

疇の異なる項目が混在しており、思いつくままに当面する課題を、そのまま取り上げているといえよ

う。例えば、高度道路交通システムは、Rifkin (2014)（前出）がいうように、コミュニケーション、エネ

ルギーと並ぶシステムとしての「輸送」の一環として取り上げられるべきでなかろうか。 

 

4.2. 科学技術イノベーション総合戦略 

内閣府 (2016)29によると、科学技術イノベーション総合戦略は、科学技術基本計画の中長期の

方針の下、科学技術イノベーション総合戦略において各年度に重きを置くべき項目を明確化し、

両者を一体的に運用することで、政策のＰＤＣＡサイクルを確実なものとし、 

図 3 超スマート社会サービスプラットフォーム 

 

 

 

 

表 3 超スマート社会サービスプラットフォームシステム化項目 

① エネルギーバリューチェーンの最適化 
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② スマート・フードチェーンシステム（育種） 

③ スマート生産システム（栽培） 

④ 高度道路交通システム（ビジネスモデル確立） 

⑤ 地域における人とくらしシステム 

⑥ 新たなものづくりシステム（サプライチェーン） 

⑦ 統合型材料開発システム 

⑧ 公共インフラ維持管理・更新 

⑨ 自然災害に対する強靭な社会の実現 

⑩ おもてなしシステム 

⑪ 地球環境プラットフォームの構築 

 

持効性ある科学技術イノベーション政策を推進とある。そして、科学技術イノベーション総合戦略

2017【概要】（内閣府(2017)30）に図 4が示されている。 

この「総合戦略」の図 4 を「基本計画」の図 3 と比べると、まず図のタイトルが「プラットフォーム」から

「プラットフォームのイメージ」に変わっている。にも拘らず、より具体的になっている。すなわち、1

階層を 4 階層、すなわちシステム層、基盤技術層、データベース層、さらに「基本政策層」とでも名

付けられるであろう 3つの政策、すなわち 

 

図 4 Society 5.0 を実現するプラットフォームのイメージ 

 

①知的財産戦略と国際標準化、②規制・制度改革の推進と社会的受容の醸成、③能力開発・人

材育成の推進を含む階層の 4つに分解している。 

 また、システム層については、プラットフォーム要素名をシステムに統一するとともに、新たに「新

たなサービス」という要素を追加して、合計 12項目にし、新たに追加した基盤技術層にはAI、IoT、
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ビッグデータ処理技術、サイバーセキュリティ等を、データベース層には医療系、サイバーセキュリ

ティ系、地理系、環境系、材料系等を取り上げている。 

 しかし、「総合戦略【概要】」の 2015 年版（内閣府(2015)31）にはないが、2016 年版あるいは 2017

年版には、Society5.0 はサイバー空間とフィジカル空間を高度に融合させることであるとわざわざ

「囲み」を作って提示していながら、このこと自体は明確にさけていない。 

 また、「総合戦略 2015【概要】」（前出）にはないが、「総合戦略 2016【概要】」（前出）には、「総合

戦略 2015 で定めた 11 のシステムの内、「高度道路交通システム」、「エネルギーバリューチェーン

の最適化」および「新たなものづくりシステム」をコアシステムとして開発し、他のシステムとの連携協

調を図り、新たな価値を創出」と記載されている（なお、「総合戦略2017【概要】」（前出））には「他の

システムとの連携協調をはかり」が記載されていない）。 

 この 3つのコアシステムという考え方には、大いに賛同するが、殊更「高度道路交通システム」とい

うフィジカル空間を印象付ける言葉には賛同できない。これは、Rifkin (2014)（前出）が言っているよ

うに、コミュニケーション、エネルギーに次ぐ第 3コアシステム、すなわち輸送／ロジスティクスシステ

ムとして認識されるべきものと考えるからである。そして、そのように図 4に示されるべきである。 

 

4.3. 経済財政運営の基本方針と未来投資戦略 

 首相官邸で行われる日本経済再生本部未来投資会議（第 10回）で、「経済財政運営と改革の基

本方針2017（骨太の方針）」と「未来投資戦略2017」が決定された。そして、関連資料として、「経済

財政運営と改革の基本方針 2017」、同「概要」と同「主なポイント(2017)32」、「未来投資戦略 2017」と

同「概要」、さらに「未来投資戦略 2017 と Society5.0の実現に向けた改革」が公表されている。 

 その骨太の方針の「主なポイント」の中で、生産性の向上、イノベーション、消費の活性化をあげ

ている。しかし、生産性の向上については「カイゼン活動」を、イノベーションについては Society5.0

実現に向け「研究開発投資の促進」を、そして消費の活性化については文化芸術立国、スポーツ

立国、観光・旅行消費などをあげている。 

 一方、未来投資戦略2017－Society5.0実現に向けた改革－（概要）（内閣府(2017)33）では、我が

国の強みに生産資源を集中投資するとして、(1)モノづくりの強さ、(2)社会課題の先進性、(3)リアル

データの取得・活用性の 3つをあげ、Ⅰ.Society5.0に向けた戦略分野として、1.健康寿命の延伸、

2.移動革命の実現、3.サプライチェーンの次世代化、快適なインフラ・まちづくり、FinTech、の 5 つ

をあげている、 

因みに、「未来投資戦略 2017」（内閣府(2017)34）では、1.健康・医療・介護、2.移動サービスの高

度化、「移動弱者」の解消、物流革命の実現、3.世界に先駆けたスマートサプライチェーンの実現、

4.インフラの生産性と都市の競争力の向上等、5.FinTech の推進等、6.エネルギー・環境制約の克

服と投資の拡大、7.ロボット革命/バイオ・マテリアル革命、8.既存住宅流通・リフォーム市場を中心

にした住宅市場の活性化の 8つの分野をあげ、それぞれの分野について、表 4に示すKPIを定め

ている。 

ところが、各分野の KPI は各分野の進捗状況を示す指標としての妥当性が疑わしいものがあげ

られている。例えば、「移動サービスの高度化・・」では、自動ブレーキや安全運転支援装置・シス



 

 

総合知学会誌 Vol.2016/1 

297 

 

テムが 2020年と 2030年についてわけてKPIが定義されているが、これが物流革命になるのであろ

うか。 

また、「世界に先駆けたスマートサプライチェーン・・」では、製造業の労働生産性について年間

2%を上まわる向上、2020年までに、工場でデータを収集する企業の割合を80%に、収集したデータ

を具体的な経営課題の解決に結び付けている企業の割合を 40%にするとしている。製造業に限定

してサプライチェーンと労働生産性、あるいは工場内に限定してサプライチェーンとデータの収集

を関連付けるのも妥当性に欠けるのではなかろうか。何故なら、元来サプライチェーンは端から端

まで(End-to-End)、すなわち B2B というよりは B2B2Cで考えなければ意味をなさないからである。 

おそらく、KPI を考えているのは、PDCA サイクルを実効あるものにするために設定されているの

であろうが、かえって大局的な判断を狂わせることになるのではなかろうか。 

また、Ⅳ.海外の成長市場の取り込みとして、インフラシステム輸出、TPP 協定の発効、データ流

通・利活用にかかる国際的共通認識・ルールの形成、中堅・中小企業の海外展開支援、日本の魅

力を活かす施策をあげている。 

 すなわち、骨太の方針は、結局「カイゼン活動」、「研究開発投資の促進」と非日常的な「消費の

活性化」では、特に新鮮味は感じられない。未来投資戦略も「健康寿命の延伸」、「インフラ・まちづ

くり」、キャッシュレス化の推進などの「FinTech」、インフラシステム輸出や中堅・中小企業の海外展

開支援などが取り上げられており、期待される「移動革命の実現」あるいは「サプライチェーンの次

世代化」も、トラックの隊列走行、小型無人機による荷物配送の実現、あるいはデータ連携の制度

整備、「すり合わせ」のデジタル化に向けたモデル構築などと個別的・限定的で、官民学あげての

革命という勢いが感じられない。 

 

4.4. 世界最先端 IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画 

この 5 月に、「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」(2017)35が閣議決

定されている。その「概要」(2017)36で、我が国が超少子高齢社会になりつつある中、集中的に対応

すべき諸課題（経済再生・財政健全化、地域活性化、安全・安心の確保）を踏まえ、8分野（①電子

行政、②健康・医療・介護、③観光④金融、⑤農林水産、⑥ものづくり、⑦インフラ・防災、⑧移動）

を重点分野に指定、将来的には分野横断的なデータ連携を見据えつつ、2020 年を一つの区切り

にした上で、分野ごとに重点的に講ずべき施策を推進とある。 

この重点分野は、図4に示す科学技術イノベーション総合戦略があげる 12分野と約半数が重複

しているが、重複していない重要分野に、電子行政、エネルギーバリューチェーン、地球環境情報

プラットフォーム、統合型材料開発システムがある。 

元来、この「官民データ活用推進基本計画」も、「科学技術基本計画」や「科学技術イノベーショ

ン総合戦略」に負けず劣らず重要な基本計画である。このような整合性の欠如は、今後どのように

補完されていくのであろうか。 

表 4 Society5.0の実現に向けた KPIの主な進捗状況 
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 4.5. ドイツ、米国との比較 

(1)ドイツのインダストリー4.0 との比較 

まず、前報（筆者(2017)37）にも示したインダストリー4.0の研究ロードマップ(BITKOM et al (2015)

（前出）を表 4 に示す。元来、この表はドイツの 3 つの業界団体（情報経済・通信・新メディア連盟

(BITKOM)、ドイツ機械工業連盟(VDMA)、電気電子産業協会(ZVEI)）による作成されたもので政

府が策定したものではないが、その成り立ちから準国策扱いとする。 

この表4では、バリューネットワークを横断する水平統合と生産システムのネットワーク化と垂直統
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合をバリューチェーンの端々まで横断するエンジニアリング、すなわち実相界と仮想界の統合／シ

ステムズエンジニアリングにより実現するということを示している。 

 言うまでもなく、センサーネットワークによる生産システムのネットワーク化と垂直統合がインダスト

リー4.0 の核心と言えよう。もちろん、バリューチェーンも統合の対象として重要視していることは間

違いないが、サイバーフィジカルシステムズ技術の対象ではなくビジネスあるいはビジネスモデル

モデルの対象と考えられていると言えよう。 

表 5 研究ロードマップ 

  

しかし、インダストリー4.0 ではデザイン・開発、生産計画、生産エンジニアリング、生産サービスと

いうエンジニアリングチェーンをあげているが、マーケティング・販売は特に取り上げることをしてい

ない（筆者(2017)38）。これは、明言されているわけではないが、インダストリリー4.0は B2Bを前提に

組み立てられてるといえるのではなかろうか。 

ドイツに比べて、我が国は科学技術基本計画を起点にしてることから、ドイツと同じように、マー

ケティング・販売を対象外にしているのは頷けるが、センサーあるいはセンサーネットワークと言うよ

うな言葉が表立って使われていないのは解せないことである。何故ならセンサーが今回の革命の

起爆剤の一つになっていると考えるからである。 

(2) 米国との比較 

 本報の冒頭で述べたように、米国のデジタル革命は、1997 年の大統領が発表した「電子商取引

の世界化構想」を起点としている。そして、1999 年に発表された第 2 回レポートで、IT 関連企業の

ビジネスモデルを、①業界標準、②コア技術、③新市場制覇、④市場創造の 4つに分類している。
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このようにして、1998-2000の3年間で新産業革命どころか新社会革命を先導する基礎を気付いた

のである。すなわち、科学技術が起点ではないのである。 

 坂井素思(2003)39もいうように、産業革命上重要なのは、ワットの技術的発明改良そのものというよ

り、ワットが蒸気機関を使って、その後パートナーと一緒にビジネス事業を成り立たせようとした点で

ある。彼らは独特の販売方法を編み出したことでも知られているが、産業社会ではこの点が重要で

ある。この結果、18 世紀後半には、蒸気機関は製粉工場にも導入され、19 世紀になると、機関車

や蒸気汽船などの交通にも利用されるようになった。 

 そもそも、Schumpeter (1950)40によれば、イノベーションは技術の分野に留まらず、①新しい財貨

の生産、②新しい生産方法の導入、③新しい販売先の開拓、④原料あるいは半製品の新しい供

給源の獲得、⑤新しい組織の実現（独占の形式やその打破）の 5つの類型をあげている。 

そして、米国は「電子商取引の世界化」という、少なくとも新しい販売先、新しい供給源あるいは

新しい組織も網羅する新商取引方法を ICT 技術で実現したものと言えよう。つまり、我が国の科学

技術を起点とするイノベーションは偏ったアプローチと言えよう。 

 

5. 考察 

5.1. 我が国の政策決定過程とその政策 

 すでに述べたように、我が国では、まず「科学技術基本計画」が策定され、次いで「科学技術イノ

ベーション総合戦略が策定され、さらに「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）（次年度

の政府予算編成の基になる）が策定される。さらに、本年は「未来投資戦略 2017と Society5.0の実

現に向けた改革」が制定されている。未来投資戦略 2016 が検索できないことから、今回が初めて

の登場と考えられる。しかも、「未来投資戦略 2017と Society5.0の実現に向けた改革」と関連すると

思われる「世界最先端 IT 国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」も、「骨太の方針」決定

直前に閣議決定されている。 

 次年度の政府予算編成の際に何らかの調整が行われると考えられるが、現時点の状況は政治

学でいう課題設定の段階（橋本信之(2005)41）と考えられ、課題の再設定あるいは合理的な選択を

していくことになるものと考えられる。すなわち、上述の表 3に示したシステム化項目の内、次の表 6

に示す項目は最適化の対象にできたのではなかろうか。 

 

表 6 最適化対象候補システム 

① エネルギーバリューチェーンの最適化 

② スマート・フードチェーンシステム（育種） 

③ スマート生産システム（栽培） 

④ 高度道路交通システム（ビジネスモデル確立） 

⑤ 新たなものづくりシステム（サプライチェーン） 

⑥ 公共インフラ維持管理・更新 

 

 ただし、高度道路交通システム（ビジネスモデル確立）（あるいは、新たなものづくりシステム（サプ
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ライチェーン）も）、陸海空を網羅する輸送（移動）・ロジスティクスの一環として考えるべきであろう。

何故なら、Rifkin (2014)（前出）もいうように、輸送システムは社会を支える第 3 の主軸になるからで

ある。そして、未来投資戦略 2017 にも取り上げられている小型無人機（ドローン）の登場は、地方

地域における消費生活のみならず生産活動（スマート・フードチェーンシステム（育種）やスマート

生産システム（栽培））にも大きな影響を与える可能性があると考えられる。さらに、公共インフラ維

持管理・更新（あるいは、自然災害に対する強靭な社会の実現も）は、公共インフラシステムの最適

化の一環として考えられるのではなかろうか（事項 5.2参照）。なお、言うまでもないことであるが、官

と民の分担を決める考え方も明らかになっていくものと考えられる。 

 

5.2. 政策過程論考 

 橋本信之(2005)（前出）によれば、包括的合理性(global rationality)の単一主体の規範理論（ど

のようにすべきかに応えようとする理論）は、現実を単純化したモデルにおいて最適化するもので

あることを把握して用いるならば、規範理論として意義が認められる。 

そして、最大化モデルによる政策決定に対する批判は、①(ⅰ)目的とか価値について合意がな

い、(ⅱ)それらについての合意があっても、一元的に規定できない、②選択肢をすべてあげること

ができない、③各選択肢からの結果について予測するためのデータとか理論が得られないと纏め

ることができるが、これらの諸条件を満たしているいる典型的な状況が、線形計画法など、数学的

な形式を与えられた最適化モデルが適用できる場合である。このようなことは、政策体系の階層の

下位で可能になることが多いといってよいが、その場合でも、現実を近似的にモデル化し、その中

で最適解を求めているのであり、その解が、現実に適用して、十分によい(good enough)ときに採用

すべきであるというものである。従って、現実に対する最適化ではなく、現実に対しては充足化であ

るというのである。 

 

6. まとめ 

まず、残念ながら、我が国にはドイツの 3 つの業界団体（情報経済・通信・新メディア連盟

(BITKOM)、ドイツ機械工業連盟(VDMA)、電気電子産業協会(ZVEI)）の結びつきは存在しない。し

かし RRI、IVI そして JEMA が活発に活動している。そして、RRI は「製造ビジネス」を自社内のビジ

ネスと捉えているように思われる。一方、IVI は「日本初発のつながる工場の仕組みをつくり、ひろく

海外にも参加を呼び掛けていく、そしてモノをつくるという「コト」を単なる役務としてではなく、個人

の能力を引き出し、成長の場を提供するという意味でのものづくりをグローバルに展開していくとし

ている。また、JEMAは「製造業 2030」で、2015版でFBMプラットフォームを提示し、2016版では製

造業の変革やサービス化について検討し、EC,SC,さらに生産運用の観点でサービスを分類・検討

している。 

 行政は科学技術イノベーション総合戦略 2017 や未来投資戦略 2017(Society5.0)を閣議決定し、

来年度政府予算に組み入れられることになった。インダストリー4.0に相当する部分はSociety5.0の

一部にくみいれられている。来年度以降の活動に期待する。 

しかし、行政であれ、業界であれ、我が国のアプローチは現場中心あるいは技術中心でありなが
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ら、特に、行政は IoT 時代の到来の意義を十分に咀嚼していないように思われる。一部を除き、業

界もその傾向なきにしもあらずであるが、これはドイツでもその傾向がある。 

また、行政をはじめ業界も発想が内向きである。それに対し、米国はグローバル当たり前、ドイツ

も海外進出を目標にしているのに対し、Society5.0 が象徴しているように、国内向けであり、産業革

命もその一部に位置づけられているように思われる。 

何れにしても、「イノベーション」は、いわゆる技術分野に限定されるものではないことを再認識す

る必要がある。そして、デジタルエコノミーの分野については米国にリードを許してしまったが、こと

生産あるいは製造についてはわが国の方に分があるはずである。それを活用して、新たな海外市

場を開拓し、繁栄への道を切り開いていくことを期待する。 
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